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報公職選挙法の一部改正による選挙公営制度の拡大について

　公職選挙法の一部改正に伴い、村でも１２月議会で条例を制定し、選挙運動費用の一部を村が負担する
こととなりました（このことを「公費負担」といい、公費負担する仕組みを「選挙公営制度」といいます）。
　候補者の負担を減らし、候補者間の選挙運動の機会均等を図ることで、より多くの人の立候補意欲を高
め、立候補しやすい環境整備を目指すため、これまで都道府県と市を対象としていた選挙公営制度を町村
にも同様に拡大するとともに、選挙公営の対象拡大に伴う措置として供託金制度が導入されました。

○地方選挙の選挙公営と供託金
選挙区分 　　公営の有無 供託金額選挙運動用自動車 選挙運動用ポスター 選挙運動用ビラ

県知事 〇 〇 〇 ３００万円
県議会議員 〇 〇 〇 ６０万円

市長 〇 〇 〇 １００万円
※政令指定都市 ２４０万円

市議会議員 〇 〇 〇 ３０万円
※政令指定都市 ５０万円

町村長
×
↓
〇

×
↓
〇

×
↓
〇

５０万円

町村議会議員
×
↓
〇

× 
↓
〇

頒布解禁
公営対象

　　供託金導入
１５万円

※候補者の得票数が一定数（供託物没収点という）に達しない場合、供託金は没収となり公費負担の対象外になります。
　　村長選挙・・・・・有効投票の総数×１/ １０
　　村議会議員選挙・・（有効投票の総数÷議会議員定数）×１/ １０

○選挙公営制度
　候補者が業者などと金額のかかる契約（有償契約といいます）をすることが前提です。
①選挙運動用自動車の使用

区分 公費負担の対象期日 上限数
（１日当たり）

上限単価
（１日あたり）

１． 一般乗用旅客自動車運送事業者との契約
　　（ハイヤー方式）

選挙運動用自動車として使用
された各日の料金の合計額

１台

６４，５００円

２．
　 １に掲げる契約

以外の契約（個
別契約方式）

①自動車の借入れ契約
（レンタル、個人、会社等

からの借上げ）
選挙運動用自動車として使用
された各日の料金の合計額 １５，８００円

②燃料の供給契約 選挙運動用自動車に供給した
燃料の代金 ７，５６０円

③運転手の雇用契約 選挙運動用自動車の運転に従
事した各日の報酬の合計 １人 １２，５００円

※表の単価、対象期日は上限のためそれに満たない契約の場合は、その契約額が公費負担の対象になります。
※ハイヤー方式とは、自動車借入れ、燃料代及び運転手の雇用を一括して契約する方式です。
※公費負担の対象期間は、選挙運動期間（立候補届出日から投票日前日まで）です。

②選挙運動用ビラの作成

区分 上限枚数
（Ａ）

上限単価
（Ｂ）

公費負担額
（Ａ×Ｂ） 公費負担限度額

町村長選挙 ５，０００枚 ７円５１銭 ３７，５５０円 　 （実際の作成枚数と（Ａ）の少ない枚数）
×（実際の作成単価と（Ｂ）の少ない単価）

町村議会議員選挙 １，６００枚 ７円５１銭 １２，０１６円    （実際の作成枚数と（Ａ）の少ない枚数）
×（実際の作成単価と（Ｂ）の少ない単価）

※表の枚数、単価は、上限のためそれに満たない契約の場合は、その契約額が公費負担の対象になります。

③選挙運動用ポスターの作成
ポスター掲示場数 上限枚数（Ａ） 上限作成単価（Ｂ） 公費負担額（Ａ×Ｂ）

５００以下
（４８箇所）

掲示場数×１．２
（５８枚）

（５２５円６銭×掲示場数
＋３１０，５００円）÷掲示場数

     （実際の作成枚数と（Ａ）の少ない枚数）
×（実際の作成単価と（Ｂ）の少ない単価）

※表の枚数、単価は、上限のためそれに満たない契約の場合は、その契約額が公費負担の対象になります。
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